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報告（１）平成 31 年４月保育所等入所申込状況について 

１．入所申込から結果発表までの流れ（平成 30 年度実績） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．申込状況                                  （単位：人） 

 ０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳 ５歳 合計 

平成 30 年４月 
1 次 614 1,046 347 429 174 44 2,654 

２次 31 36 18 11 10 8 114 

合計 645 1,082 365 440 184 52 2,768 

平成 31 年４月 
１次 658 1,029 355 436 108 79 2,665 

２次 35 42 26 12 12 6 133 

合計 693 1,071 381 448 120 85 2,798 

H31－H30 48 △11 16 8 △64 33 30 

 

  （参考） 

平成 30 年４月 最終 33 27 10 3 6 6 85 

資料１ 

11/9 申込締切り（１次） 

11/16 集計結果をﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞに公表 

11/30 希望先の追加・変更締切り 

12/21 申込締切り（２次） 

利 用 調 整 

2 月上旬～中旬 結 果 発 表 

※申込締切り（１次）までに申し込んだ申込者を優先 

1/31 最終申込締切り 

3 月上旬 結 果 発 表 

上記の結果発表から 10 日前後の期間  

（保育所等に入れなかった方）希望先の追加・変更締切り 

利 用 調 整 
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議事（１）教育・保育施設及び地域型保育事業の確認（利用定員の設定） 

１）「確認」と確認部会 

子ども・子育て支援新制度では、幼稚園、保育所といった施設の区分に応じて、学校教育法や児童福

祉法など法律の規定による認可を受けるだけでなく、子ども・子育て支援法の規定による確認を受ける

ことにより、施設型給付費等が支給されることになる。 

市は施設・事業者からの申請に基づき、利用定員を定めたうえで、施設型給付費等の対象となること

を確認する。 

利用定員の設定にあたっては、あらかじめ子ども・子育て会議の意見を聴かなければならいないとさ

れている。 

 確 認 部 会  

 

 

１新たに整備・認可した教育・保育施設（認定こども園、幼稚園、保育所）又は、 

地域型保育事業（家庭的保育事業、小規模保育事業など）の利用定員について 

 

２既存の幼稚園が、新制度に移行する際に設定する利用定員について 

 

３他市町村で認可を受けた地域型保育事業で本市の確認を受けていない地域型保育 

事業を本市の市民が利用する際に設定する利用定員について 

 

 

２）認可と確認 

教育・保育施設、地域型保育事業は、 

１学校教育法、児童福祉法等に基づく認可基準等を満たすこと。 

２子ども・子育て支援法に基づく運営に関する基準（運営基準）を満たすこと。 

が求められる。 

 

 

  

分類 主な事項 

利用開始に伴う基準 

○内容、手続きの説明・同意・契約 

○応諾義務（正当な理由のない提供拒否の禁止） 
 ・ 
 ・ 
 ・ 

教育・保育の提供に伴う基準 

○幼稚園教育要領、保育所保育指針等に則った教育・保育の提供 

○子供の心身の状況の把握 
 ・ 
 ・ 
 ・ 

管理・運営等に関する基準 

○施設の目的、運営方針などの重要事項を定めた運営規程の策定 

○秘密保持、個人情報保護 
 ・ 
 ・ 
 ・ 

  

 

資料２ 

【主な運営基準】 

（確認部会での意見聴取事項） 
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－ 認可（認定）主体と確認主体 － 

施設・事業 

認可（認定） 確認 

根拠法 
認可（認定）

主体 
根拠法 確認主体 

教
育
・
保
育
施
設 

認定こども園 

幼保連携型 認定こども園法 西宮市 

子ども・子育

て支援法 
西宮市 

幼稚園型 

保育所型 

地方裁量型 

認定こども園法 

学校教育法 

児童福祉法 

兵庫県 

幼稚園 学校教育法 兵庫県 

保育所 児童福祉法 西宮市 

地
域
型
保
育
事
業 

小規模保育事業 児童福祉法 

西宮市 
家庭的保育事業 児童福祉法 

居宅訪問型保育事業 児童福祉法 

事業所内保育事業 児童福祉法 

  ※幼保連携型：学校及び児童福祉施設としての法的位置付けを持つ単一の施設として、認可を受けた施設 

※幼稚園型、保育所型：既存の幼稚園、保育所としての認可を受け、認定こども園として必要な機能を有する施設 

として認定を受けた施設 

※地方裁量型：幼稚園、保育所いずれの認可された施設がない地域にて、認定こども園として必要な機能を果たす教育・

保育施設 

 

 

 － （例）民間保育所・幼保連携型認定こども園を新設する場合の流れ － 

  

公募

決定

認可

確認

保育所・幼保連携型認定こども園の設置  

・運営法人を公募            

※市有地公募型もしくは事業者用地確保型 

応募してきた事業者の提案内容を審査し、 

事業者を決定              

                    

児童福祉法・認定こども園法などで規定  

する職員配置基準、施設の面積基準など  

に適合しているかどうか審査し認可    

子ども・子育て支援法で規定する運営基準 

に、適合しているかどうか審査し確認    

                    

西宮市保育所等整備審査委員会で 

審議 

あらかじめ社会福祉審議会児童福祉

専門分科会の意見を聴く 

あらかじめ利用定員について、子ど

も・子育て会議の意見を聴く 
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３）確認の効力 

   １教育・保育施設に対する確認：確認の効力は全国に及ぶ 

本市の市民が他市町村の教育・保育施設を利用する場合、改めて本市で当該施設の確認を行う 

必要はない。 

 ２地域型保育事業者に対する確認：確認の効力は確認をした市町村の区域内にのみ及ぶ 

本市の市民が他市町村の地域型保育事業を利用する場合、改めて本市で当該事業者の確認を行う 

必要がある。 

 

     

例えば、本市の市民である利用者が、里帰り出産のためＡ市の実家に帰省し、産前・産後の間、子供がＡ市内の施設 

を利用する場合 

＊預け先が認定こども園、幼稚園、保育所を利用する場合 

⇒ 定員に空きがあるなど、入所・入園要件が整えば、利用可能 

＊預け先が家庭的保育事業所、小規模保育事業所等を利用する場合 

   ⇒ 定員に空きがあったとしても、事業者が西宮市の“確認”を受けなければ、利用できない。 

※あらかじめ子ども・子育て会議の意見を聴かなければならない。 

 

 

（本市の市民が市外の地域型保育事業を利用する場合のイメージ） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

子ども・子育て支援法第 43 条第４項ただし書きに基づく同意を要しないことの同意書 

 

地域型保育事業の確認の効力は確認をした市町村の区域内にのみ及ぶ。 

そのため、本市の子供が他市の地域型保育事業を利用する場合、本市で確認を行う必要がある。 

ただし、地域型保育事業の所在する市町村から事前に同意を得ていれば、地域型保育事業の所在

する市町村の確認をもって、本市の確認行為があったものとみなすことができる。 

 こうしたことから、兵庫県内の市町では、県内の地域型保育事業における同意を要しない同意書

（協定）を結んでいる。 

 

 

  

Ａ市 

①認可、②確認 

西宮市 
施設 

③確認(事業所(地域型)の所在地の自治体の同意必要) 

利用者 

④保育の提供 
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４）利用定員について 

  子ども・子育て支援新制度では、認可定員とは別に以下の条件に基づき、「利用定員」を定める必要が

ある。 

 

１利用定員は１号、２号、３号認定の区分ごとに定め、３号認定については０歳児と１、２歳児に区分

して定める。 

認定区分 対象年齢 保育の必要性 利用可能な施設 

１号認定 満３歳以上 なし 幼稚園、認定こども園（幼稚園として利用） 

２号認定 満３歳以上 あり 保育所、認定こども園（保育所として利用） 

３号認定 満３歳未満 あり 保育所、認定こども園（保育所として利用）、地域型保育事業 

 

 ２原則として、利用定員は認可定員を超えない範囲内で、利用状況を踏まえて設定する必要がある。 

 

  利用定員 ≦ 認可定員 

 

 ３ 実際の利用者数が恒常的に認可定員を下回る場合  利用者数 ＜ 認可定員  

実際の利用者数および今後の見込みなどを勘案して利用定員を設定する。 

    ※認可定員を利用定員に合わせて減少させる必要はない。 

 

 

100 
       

 
80 

  
80 

  

     

     

     

     

 
認可定員 

 実際の 

利用者数 

  
利用定員 

 

 100 人  80 人   80 人  
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 ４ 実際の利用者数が認可定員を超える場合  利用者数 ＞ 認可定員  

    認可定員の範囲内で利用定員を設定する。 

①実際の利用者数が利用定員を恒常的に上回っている場合、利用定員を適切に見直し、確認の変更

を行う必要がある。 

②利用実態に応じた認可定員に変更することが必要である。 

③「確認」した年度から起算して、連続する過去２年度間（２・３号認定は５年度間）、常に実際の

利用者数が利用定員を超えており、かつ、各年度の年間平均利用率が 120％以上の場合で、上記

見直しが行われないときは給付費を減算する。 

 

        

  
120 

     

100 
   

100 

 

  

     

    

     

     

     

 
認可定員 

 実際の 

利用者数 

  
利用定員 

 

 100 人  120 人   100 人  
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２．利用定員の設定 

１）新たに利用定員を設定する施設等                     （単位：人） 

種別 名称 

認可・認
定定員 

（入所児童数

H30.4.1） 

利用定員 

備考 3 号 
2 号 1 号 合計 

0 歳 1,2 歳 

認
定
こ
ど
も
園 

1 
幼稚園型認定こども園 

いるか幼稚園 
240(238) 0 0 30 210 240 移行前 270 人 

2 
幼保連携型認定こども園 

マザーシップ西宮北口こども園 
96(95) 9 27 54 6 96 移行前   90 人 

3 
幼保連携型認定こども園 

かえで保育園 
85(84) 9 24 37 15 85 移行前   70 人 

4 
幼保連携型認定こども園 

一麦保育園 
179(183) 17 60 99 3 179 移行前 160 人 

5 
幼保連携型認定こども園 

段上保育園 
123(129) 9 36 75 3 123 移行前 120 人 

保
育
所 

6 高須の森保育園 120(－) 3 27 90 0 120 新設 

7 夙川あすなろ保育園 100(－) 12 28 50 0 90 新設 

8 大社幸和園 40(－)      6 34 0 0 40 新設 

9 越水幸和園 75(－) 0 0 75 0 75 
新設 

分園同時開設 

10 上甲子園保育園 90(－) 6 30 54 0 90 

新設 

H31 夏頃開設

予定 

小
規
模
保
育

事
業 

11 
小規模保育園 

森のこどもたち 
19(－) 3 16 0 0 19 新設 

 

※１は幼稚園から認定こども園へ移行 

 ２～５は保育所から認定こども園へ移行 

 ６～11 は新設 

 

差替え資料 
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２）利用定員を変更（増減）する施設等                    （単位：人） 

種別 名称 
認可定員 
（入所児童数

H30.4.1） 

利用定員（上段：変更前、下段：変更後） 

備考 3 号 
2 号 1 号 合計 

0 歳 1,2 歳 

幼
稚
園 

12 大社幼稚園（公立） 140(69) 
－ － － 105 105 

最大学級数が

３→４になっ

たため － － － 140 140 

13 高須西幼稚園（公立） 140(10) 
－ － － 70 70 

休園 
－ － － 0 0 

14 小松幼稚園（公立） 210(16) 
－ － － 70 70 

休園 
－ － － 0 0 

15 名塩幼稚園（公立） 140(10) 
－ － － 70 70 

休園 
－ － － 0 0 

16 用海幼稚園（公立）  70(33) 
－ － － 70 70 児童数の減少 

Ｈ32 休園 － － － 35 35 

17 瓦木幼稚園（公立） 140(47) 
－ － － 105 105 児童数の減少 

Ｈ32 休園 － － － 70 70 

認
定 

こ
ど
も
園 

18 
幼保連携型認定こども園 

みどり園保育所／分園 
106(0) 

0 0 0 0 0 
分園開設 

12 28 60 9 109 

19 
幼保連携型認定こども園 

甲子園子ども学舎 
177(127)

12 60 90 15 177 
児童数の減少 

9 50 80 15 154 

小
規
模
保
育
事
業
所 

20 夙川森のほいくえん －(4) 
0 12 － － 12 

閉園 

0 0 － － 0 

21 たけのこ保育所 8(13) 

1 11 － － 12 
保育室の面積

減少による 
2 6 － － 8 

家
庭
的
保

育
事
業
所 

22 ぎんが保育ルーム －(5) 

1 4 － － 5 

閉園 
0 0 － － 0 

※幼稚園の入所児童数は H30.５.１時点の人数 
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（参考１：各地域における定員の増減） 

小ブロック 
入所児童数 H30.4.1 入所保留数 H30.4.1 

２・３号定員の増減 
0-2 歳 3-5 歳 合計 0-2 歳 3-5 歳 合計 

浜脇１ 

浜脇、西宮浜 

香櫨園、用海 

401 483 884 46 33 79 

いるか幼稚園      30 人増 

森のこどもたち     19 人増 

計 49 人増 

浜脇２ 

津門、今津 

南甲子園 

325 368 693 53 13 66 
みどり園保育所(分園)   100 人増 

たけのこ保育所        4 人減 

計 96 人増 

鳴尾１ 

鳴尾、甲子園浜 

鳴尾東 

167 213 380 29 7 36  

鳴尾２ 

高須、高須西 117 171 288 9 0 9 高須の森保育園         120 人増 

上甲子園  

上甲子園、春風 

鳴尾北、小松 

440 493 933 61 24 85 

上甲子園保育園     90 人増 

甲子園子ども学舎        23 人減 

            計 67 人増 

大社１   

夙川、北夙川 

 苦楽園、甲陽園 

314 358 672 76 56 132 

夙川あすなろ保育園       90 人増 

夙川森のほいくえん       12 人減 

計 78 人増 

大社２   

安井、大社、 

神原 

268 282 550 40 26 66 
大社幸和園           40 人増 

越水幸和園           75 人増 

計 115 人増 

広田１   

広田、上ヶ原 

 上ヶ原南 

230 256 486 36 14 50  

広田２   

平木、瓦木 

深津 

316 314 630 59 21 80 ぎんが保育ルーム        5 人減 

甲東１   

甲東、段上、 

段上西 

264 261 525 48 24 72  

甲東２   

樋ノ口、高木 

 高木北、瓦林 

368 425 793 67 25 92   一麦保育園            16 人増 

山口    

山口、北六甲台 69 117 186 14 8 22  

塩瀬 

名塩、東山台 

生瀬 

112 138 250 14 10 24  

合計 3,391 3,879 7,270 552 261 813 536 人増 
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（参考２：新設及び定員増施設の位置図） 

 

 白抜き：平成 31 年４月新設及び利用定員の変更による２号・３号定員増 

※各小学校区の数字は平成 30 年４月の入所保留児童数 

 

 

苦楽園 23 
上ヶ原 14 甲陽園 40 

段上 14 

段上西 25 

高木北 19 
広田 19 北夙川 29 

樋ノ口 27 

甲東 33 
上ケ原南 17 

瓦木 16 深津 35 

平木 29 

山口    17 

北六甲台  5 

名塩    2 

東山台   14 

生瀬    8 

安井 21 

瓦林 21 
高木 25 

６保：高須の森保育園 

大社 20 

夙川 40 

小松 23 

用海 17 

春風 18 

鳴尾北 18 

上甲子園 26 
津門 31 

香櫨園 28 浜脇 21 

５認こ：段上保育園 

西宮浜 13 

高須西 4 

４認こ：一麦保育園 

鳴尾 6 
南甲子園 22 

２認こ：マザーシップ

西宮北口こども園 

11 小規模：森のこどもたち 

18 認こ：みどり園 

保育所分園 

10 保：上甲子園保育園 

甲子園浜 17 鳴尾東 13 

今津 13 

高須 5 

神原 25 

１認こ：いるか幼稚園 

９保：越水幸和園 

８保：大社幸和園 

７保：夙川あすなろ保育園 


